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田淵 今日は、米国、中国、日本の3国

の現状と今後についてお話を伺いたい

と思っています。

私は2年ほど前から海外へ出かけるの

はやめているのですが、北京大学の顧

問教授という肩書きはまだもっていま

す。中国では、顧問は教授に準ずると

いう意味があるそうで、特別待遇を受

けました。そもそも、なぜ私がそんな

称号をもつことになったかというと、

SPFが北京大学国際関係学院に助成し

たことに対するお礼ということでした。

しかし、顧問である以上、何かしなく

てはというので、1年に1度だけ講義に

行っていました。教授を含めて、教室

がいっぱいになるほど聴衆が集まりま

すから、東京でいろいろ勉強して準備

をしていったものです。

そのお礼に好きなところに連れて行

ってくれるというので、黄山に行った

ことがあります。ここは「黄山を見ず

して山を語るなかれ」という諺がある

くらい美しい山で、ユネスコの世界遺

産に指定されています。3日続けて晴れ

ることはめったにないそうで、晴れの

日にあたったら大変に運がよく、長生

きするそうです。

ダイク お天気はどうでしたか。

田淵 2日間とも晴れて、運がいいと言

われました。中国では最も人気のある

観光地の1つなのに、ホテルがあまりな

いので、寝袋持参で来る人も多いそう

です。日の出を見に行ったのですが、

彼方から夢のような日が昇るのを見る

ことができました。

ダイク SPFは、北京大学への助成以外

にも、いろいろ中国に貢献しています。

日中両国の国防関係者の交流も長く続

けていますが、現在のように日中の政

府間に問題がある時期に、民間の立場

でそうした活動を続けることは、非常

に意味があると思います。日中関係は、

いい時もあれば悪い時もあります。い

まは底なので、これからはよくなると

思いたいですね。

中国は、日本から学ぶべきところが

まだまだたくさんあります。反日感情

が先に立って学ぶ機会を逸することは、

結局、中国にとって損になります。た

とえば、日本の品質管理は世界に通用

する品質管理です。

私は20年以上、半導体業界に身をお

いてきましたが、日本の職人的アプロ

ーチがなかったら、今日の半導体業界

はなかったと思っています。私は大学

院の時、ソニーの創業者である井深大

さんに大変お世話になったのですが、

井深さんはいつも、「工場からでる不良

品が宝物だ」とおっしゃっていました。

つまり、不良品を徹底的に分析するこ

とで、品質向上につなげようというの

です。これは非常に日本的な発想です。

1970年代初頭、米国の半導体業界は

危機感から素直な気持ちに
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大不況に陥りました。米国の半導体は

歩留まりが悪く不良品がたくさんでて

いたのですが、米国は軍を相手に商売

していたので、その分、値段を高くす

ればいいという発想でした。一方日本

は、不良品を分析し、歩留まりを上げ

て値段を下げました。基本的な発想が

違うんですね。

日本と米国が貿易摩擦下にあった80

年代、日本と闘うだけでなく、日本か

ら学ぼうという米国企業がでてきまし

た。物づくりの改善のために品質管理

を学ぼうということになったのです。

ボストンのマサチューセッツ工科大学

（MIT）を中心に何社かで品質管理の研

究グループをつくり、当時、筑波大学

の教授だった司馬正次先生を日本から

招き、徹底的に日本的品質管理を学び

ました。司馬先生は、2002年に社会科

学の立場から品質管理を産業、地域、

社会へ普及するなどの貢献により日本

でデミング賞本賞を受賞されています。

司馬先生は、米国で行われた品質管

理の研究グループと同様のことを、上

海交通大学を中心に中国でもやろうと

考えていらっしゃいます。実は、司馬

先生は以前、ハンガリーが自由化した

時にも品質管理の指導的役割を果たさ

れ、いまインドでも指導されています。

しかし、中国が品質管理を日本から

学ぶにあたって、いくつかの問題があ

ります。

まず、彼らは「日本からのものだ」

ということに抵抗感を抱いてしまいま

す。しかし、日本を敵対視している限

り、日本から学ぶことはできません。

米国にしろ日本にしろ、自分で勉強

して自分の会社をよくしようという発

想があります。自分の勉強は自分のた

めであると同時に、自分が所属する組

織のためでもあるという意識があるの

です。米国は個人主義の国ですが、80

年代、90年代の危機感を抱いた時期に、

会社をよくしようという意識が芽生え

ました。

しかし中国はまだ、そういう意識を

抱くところまでいっていません。個人

で勉強して、試験に合格して資格をと

って、有利な条件で別の会社に移ると

いう考え方です。ですから、会社単位

で品質管理を勉強しようとしても成り

立ちません。品質管理は、基本的に会

社をよくすることであり、会社として

学ぶことなのです。

中国の人たちは、まだ危機感がない

ので、もう1つ素直になれません。米国

はある時期、非常な危機感がありまし

たから、素直な心で競争相手の日本か

ら学ぶことができました。これがもう1

つの問題だと思います。

先ほど、田淵さんが北京大学で講義

した時にたくさんの聴衆が集まったと

おっしゃいましたが、日本から学ぼう

という素直な心があったと考えてもい

いのでしょうか。

田淵 それはわかりません。しかし、

中国が素直な気持ちで学んでくれるよ

うになるといいですよね。

先ほどダイクさんは、「日本人の職人

的アプローチ」とおっしゃいましたが、

中国人は本質的に商売人で、日本人は

本質的に職人だといいます。たとえば、

金属洋食器製造業が盛んな新潟県の燕

市ですが、貿易が自由化された時、も

う燕は駄目だろうと誰もが思いました。

しかし、技術をIT分野をはじめさまざ

まな分野に応用することにより、いま

でも燕はぴんぴんしています。

ダイク 私の会社も燕に仕事を発注し

ているので時々行きますが、技術があ

ればなんとかなるものなんですね。

私は、カンボジアからコーヒー豆を

輸入しています。日本には2000社くら

い焙煎業者がありますが、そのうちの

12社にカンボジアの豆を買ってもらっ

て焙煎しています。彼らは一様に、焙

煎方法や品質管理などに大変なこだわ

りをもっています。彼らは、焙煎で大

金持ちになろうと思っているわけでは

ありません。彼らが目指しているのは、

納得できるいいコーヒーをつくること

なんです。コーヒーの世界だけでなく、

日本人にはこういったこだわりがあり

ます。こういうこだわり方をする人は、

中国にも米国にもあまりいません。

このこだわりによって、燕は、いま

の産業が駄目になっても、別の活路を

切り開いていくでしょう。日本人には

そういう器用さがあると思います。

田淵 話を先ほどの北京大学の講義に

戻しますが、私はその講義の際、聞か

れたすべての質問に答えると言いまし

た。しかし、北京大学では靖国問題に

関する質問はでませんでした。ところ

が、蘭州大学で講義をした時には、靖
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国神社をどう思うかという質問がでま

した。

そこで、「私は戦時中、学徒出陣で海

軍に所属して、ずっと魚雷艇という船

に乗っていたので、中国大陸の上は歩

いていません。しかし、私の友人はほ

とんど戦死しました。彼らは皆、靖国

神社に祀られています。私は、本当な

ら戦死した一人ひとりの家に行って仏

壇を拝みたいのですが、そんなことは

とてもできません。その代わりに、靖

国神社に行って拝んでいます」と言い

ました。それに対して、拍手もありま

せんでしたが反論もありませんでした。

ダイク 私も、靖国神社にはよく行き

ます。私は昔、九州大学に留学してい

ました。当時、太宰府天満宮の宮司さ

んに保証人になっていただいて、宮司

さんの家に居候していました。彼がハ

ワイ経由で米国に行くことになり、日

本人としてどうしてもアリゾナ・メモ

リアル（真珠湾攻撃で撃沈された戦艦

アリゾナの記念館）を見たいと言うの

で、「アリゾナ・メモリアルを見るのは

いいけれども、戦死者たちの墓地のあ

るパンチボールの丘にもぜひ行ってく

ださい」と言いました。

帰国した宮司さんは、私がまったく

気づかなかったような指摘をしました。

「アリゾナ・メモリアルと、長崎や広

島は基本的な意味がまったく違う。ア

リゾナ・メモリアルは、米国は2度と準

備不足の状態にならないという決意を

表すものだが、広島と長崎には誰がい

いとか悪いとかいう問題は別にして、2

度と戦争をしないという戒めの意味が

ある」

それを聞いて、なるほどと思いまし

た。戦争責任の問題は別にして、命を

犠牲にした人の冥福を祈る場所は必要

だと思います。しかし、靖国神社に併

設されている遊就館という軍事博物館

は、政治的なメッセージを伝えようと

しているようにみえます。そういうも

のが日本にあってもおかしくはありま

せんが、同じ場所にあることは誤解を

受けやすいと思います。遊就館が改装

されてますます派手になったことも問

題だと思います。

田淵 そうですね。私は遊就館に何度

も入ろうとしたのですが、どうしても

入れないんです。なぜかというと、私

の友人は無残な形で死んでいますが、

その姿があの中にはあります。それを

見るのが嫌なのです。

ダイク いまの若い人はそういう戦争

の残酷さを知りません。しかし、戦争

で無残な死に方を見た人は、2度とこう

いう失敗を犯さない、軍国主義はもう

2度と許さない、と思っています。それ

が本当の日本人の気持ちだと思います。

これをどうやって中国に伝えるかが

問題です。中国は靖国について誤解し

ているし、小泉純一郎前首相の行動も

誤解を招くものだったと思います。

田淵 小泉前首相の外交は、米国中心

でしたからね。彼は毀誉褒貶の激しい

人ではありますが、首相在任中の平均

支持率は50％くらいでした。それだけ

国民の支持を受けていたということは、

やはり評価されてしかるべきでしょう。

ダイク そう思います。日本の政治体

制では、めったに指導者らしい指導者

はでてきません。小泉前首相は、規制

緩和を進める過程で、自分が何をやろ

うとしているかをざっくばらんに説明

しました。これは、日本では非常に珍

しいことです。日本に必要とされるリ

ーダーシップだったと思います。

田淵 安倍晋三首相は、総理に就任し

てすぐに韓国と中国に行きました。韓

国や中国とうまくやろうとしているし、

北朝鮮の拉致問題に対しても早くから

頑張ってきました。

ダイク 安倍首相は岸信介元首相の孫

だし、愛国精神が強い。彼のような人

だからこそ、外交問題がうまくできる

のではないかと期待しています。米国

でも、アンチ共産主義だったリチャー

ド・ニクソンやロナルド・レーガンが

意外と中国とうまく付き合っていまし

たからね。

田淵 私はこれからアジアの時代が来

ると思っています。これまではいろい

ろな意味で遅れていましたが、いよい

よその遅れも取り戻してきています。

やはり中国は、自分たちがアジアの指

導者であると思い始めているのではな

いでしょうか。

ダイク 私も、いまアジアの時代の直

前に来ていると感じています。ただ、

アジアの中には解決しなければならな

い矛盾がまだたくさんあるし、中国の

中に最も多くの矛盾があります。

先日、上海で共産党の要職にある人

物と朝食をとる約束をしていたのです

が、彼は約束に1時間も遅れてやってき

ました。

9月25日に、いわば上海市のトップで

ある市共産党委員会書記・陳良宇が、

上海市社会保障基金の資金不正流用問

題への関与や親族への不正な利益供与

などの疑いがもたれ役職を解任されま

した。陳良宇に続いて上海の警察のト

ップも失脚したので、警察があまり機

能していないといいます。ですから、

事故が起こっても処理する人がおらず、

渋滞になってしまう。それで遅れたと

アジアの時代到来を前に
中国は矛盾をどう解決するのか
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いうんです。このような上海の建て直

しには、1年くらいかかるかもしれませ

ん。

胡錦濤国家主席をはじめ、革命第4世

代といわれる中国の現在の指導者たち

が、 小平のように大変な時代を経験

しているカリスマがいなくなったあと、

共産党の中でどうバランスをとってい

くのか。民主主義でもないし、昔の中

国政府のような官僚主権でもない現在

の体制がいつまで継続できるか疑問で

す。いまは生活水準が毎年上がってい

るので、国民はそれほど騒いでいませ

んが、上海のようなおかしなことが起

こり始めています。

田淵 心配ですね。

ダイク 中国がおかしくなると、日本

は影響を受けます。ですから、中国の

現在の矛盾がソフトランディングする

ことは、日本のためにもなります。日

本は、中国がおかしくならないよう、

矛盾をうまく解決させなければならな

い。一番危険なのは、日本と中国で、

建設的でない愛国主義が高まってくる

ことです。それはお互いにとってよく

ないので、日中双方の指導者が日中関

係について考えなければなりません。

そこで必要となるのが、リーダーシ

ップです。 小平の時代は、資金をは

じめ、日本に欲しいものがいろいろあ

りました。だから、お互いにとってい

い関係が築けたのです。安倍首相がリ

ーダーシップを発揮し、胡錦濤主席と

いい関係を築くことを期待しています。

田淵 小平は、何度も失脚した経験

もあり、国内で苦労した人です。その

苦労ゆえの賢さというか、心の広さが

ありました。それで、日本とも友好的

な関係が築けたのでしょう。

SPFや日本財団、東京財団など関連

団体の事業の中に、若手リーダーを育

てるプロジェクトがたくさんあります。

これらのプロジェクトによって、これ

まで約3万人の若手リーダーが育ちまし

た。そのうちの十数人に北京に集まっ

鄧

鄧

鄧

てもらって、SPF、日本財団、北京大

学の共催で9月に1週間のリトリート会

議を行いました。この会合には、本当

にいい人材が集まり、自由闊達な議論

が行われました。これには、中国人も

含まれています。時間がかかるでしょ

うし、まだほんの一握りですが、こう

いう人材が育ってくると、いい展開が

あるかもしれませんね。

ダイク そうですね。 小平は日本に

対して友好的でしたが、このようなト

ップの行動は非常に重要な意味をもち

ます。トップが友好的な姿勢を示せば、

そのほんの一握りの意味が広がります。

田淵 そうですね。ところで中国は、

最近ミャンマーなどに対してどんどん

経済援助して勢力を伸ばしていますね。

ダイク 私は東南アジアによく行くの

ですが、いま中国がカンボジアまで道

路をつくっています。この労働者は、

みんな中国から来ています。それぞれ

の地域に労働者たちの小さな村があっ

て、そこでは文字も言葉も中国語なの

で、まるで中国にいるようです。メコ

ン川沿いは、中国にとっては自国の領

域だという感覚なのかもしれません。

華僑もたくさんいるので、そこでまた

つながりができるのかもしれません。

しかし、アジア諸国は、このような

中国に対して危機感を抱いています。

タイでは、海外からの投資の約半分

は日本、米国は約13％、EU諸国は約

17％くらいですから、圧倒的に日本か

らの投資が多い。海外援助も金額ベー

スでは、日本からのものが圧倒的に多

いのです。中国は目立つところでやっ

ていますが、日本の投資や援助は目立

たないところでやっているのです。こ

のままでは、中国の領域になってしま

うかもしれないというので、アジア諸

国は、中国とのバランスをとるために

日本に期待しています。そこで、日本

の存在は非常に大事なんです。

田淵 その点、日本人は一生懸命働く

割に、あまり野心がありませんからね。

鄧

ダイク 中国はさまざまな矛盾を抱え

ていますが、私がいま最も心配してい

るのは、実は米国です。日本にしろ中

国にしろ、グレーのゾーンを認めます。

1人の人間の中には、善もあるし悪もあ

るので、ほどほどにしようという発想

があります。しかし、キリスト教やイ

スラム教では、神様は1人しかおらず、

神様は善で、それに対して悪があり、

グレーゾーンは存在しません。

米国とイラクは、一方はキリスト教、

もう一方はイスラム教です。どちらも、

善か悪かの世界です。お互いに心を許

さないし、これは非常に危険です。

プリンストン大学のジョン･アイケ

ンベリー教授が『アフター・ヴィクト

リー――戦後構築の論理と行動』（鈴

木康雄訳、2004年8月、NTT出版刊）

の中で、戦争が終わって平和になると

いうことは、戦勝国の権力が拡大し、

その権力が分散される形で秩序が形成

されて安定することだと書いています。

第2次世界大戦後にトルーマンがマー

シャル・プランをつくり、米国の力を

分散して世界の秩序をつくり直したこと

は、この1つの例といえるかもしれま

せん。

ブッシュ政権は、京都議定書をはじ

め、各国が協力してつくろうとしてい

る秩序をすべて拒否しています。また、

権力で中近東に民主主義をもたらそう

としていることは非常に危険だと思い

ます。イラクはベトナム以上におかし

くなる可能性があります。ベトナムに

は北ベトナムがありましたが、イラク

はこれまでの政権を完全になくしてし

まうことになります。もうじき米国の

中間選挙ですが（この対談は、2006年

10月27日に行われた）、おそらく共和党

はイラク情勢の悪化を受け、厳しい戦

いを強いられることになると思います。

グレーゾーンを
認めないことの危険さ
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施設はあるが各戸には使った水道の量

を計測するメーターがほとんどないこ

と、水道料が無料であることから水道

水が浪費されていること、現在の上水

道設備は古い時代のものであり、故障

しても修理する部品もなく、また補修

技術がないなどの報告があった。彼女

は結論として、資金協力のあとに技術

協力が必要なこと、環境問題は結局、

経済問題であると述べた。

ミクロネシア短期大学のダンディー

ン・ジョンソン君は、ミクロネシアの

海水の水質が年々低下していること、

沿岸部の魚数が減少していること、コ

レラ、肝炎、下痢などの疾病が増加し

ていることを報告し、その原因として

家庭で飼育されている豚の排泄物が考

えられ、そのマネジメントが重要であ

ると述べた。

水問題は、自然環境に起因する問題

であると同時に、水の供給や管理に関

する社会的な課題でもあるという感を

深くした交流会であった。

なお、やしの実大学と学生の交流は、

南海日日新聞の10月29日朝刊に「島嶼

の『水』考える『やしの実大学』奄美

で」というタイトルで報道されている。

■笹川太平洋島嶼国基金事業室主任研究員　大戸範雄

10月19～21日、ミクロネシア諸国か

ら訪れた大学生が、沖縄、宮古島、奄

美大島の高校生や大学生と意見交換す

るとともに、今年から琉球大学が主催

している「やしの実大学」で石垣島や

奄美大島の一般市民と交流した。これ

は、SPFの助成事業「沖縄太平洋教育

ネットワーク・イニシアチブ」の活動

の一環として実施されたものである。

奄美大島は、鹿児島の南西380km、

沖縄本島から300kmに位置する。地理

的にも文化的にも沖縄に近いが、1609

年の薩摩藩の琉球侵攻により薩摩藩に

組み込まれた。薩摩藩支配下では、貴

重な換金作物であるサトウキビの栽培

と黒糖の販売を薩摩藩に独占されるこ

とになった。太平洋戦争終結に際し、

沖縄とともに米軍制下に入ったが、沖

縄より早く1953年に日本に復帰した。

こうした歴史的背景から、島民はいま

でも、沖縄への文化的な親近感と経済

的な本土志向の間で揺れ動いている。

奄美大島はまた、やしの実大学の前

身である「島を語る会」が最初に開催

された地であり、いまでも根強いやし

の実大学のファンがいる。

本年度は「私の島の水問題」という

テーマで、ミクロネシアの大学生と沖

縄周辺の島の高校生や大学生を対象に

作文コンテストを開催し、選ばれた日

本の学生をパラオに派遣し、ミクロネ

シアの大学生を日本に招へいした。日

本からは8月7～13日、鹿児島県立大島

高校（奄美大島）、

沖縄県立宮古農林高

校（八重山諸島）の

高校生各1人、琉球

大学の大学生3人が

パラオに滞在し、パ

ラオの水問題を調査

するとともに現地の

人々と交流した。

10月19～21日に行

われた奄美大島での

交流には、ミクロネ

シア短期大学、パラオ短期大学、グア

ム大学から選抜された各1人の学生と引

率教員、パラオに派遣された日本の学

生、やしの実大学に参加するために石

垣島より訪れた17人の市民が参加した。

奄美大島は南北に細長く、北部は平

坦で、南部は山が多い。19日に一行は、

北部の笠利町にある奄美市笠利町立歴

史民俗資料館を見学し、夜は奄美市の

市議会議員や市関係者らを交えた奄美

市民との交流会に参加した。翌20日は、

島北部の宿泊地から、加計呂麻島を訪

問するためバスで南下した。おりしも、

奄美大島は旱魃の最中で、北部は水不

足なのに南部は山の貯水作用により川

に水が流れており、島の水問題におけ

る地形の影響を如実に感じることとな

った。加計呂麻島では、奄美諸島の植

生を研究している前田秀久氏から、奄

美諸島と琉球諸島の動物種や植生につ

いてお話を伺った。

21日には、ミクロネシアの学生と、

パラオを訪問した日本の学生を中心と

した学生交流会（学生フォーラム）が

開催された。

宮古農林高校環境工学科2年生の砂川

勝莉華さんからは、パラオでは上水道

SPF Update

奄美大島での太平洋島嶼国学生交流
――「沖縄太平洋教育ネットワーク・イニシアチブ」事業――

沖縄への親近感と本土志向
の間で揺れ動く奄美大島

自然環境に起因すると同時に
社会的な課題である水問題

2006年10月21日に奄美大島で行われた学生フォーラムの参加者たち
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1997年9月に第1回が開催された｢フォ

ーラム2000会議」は、今年で10周年を

迎えることになった。チェコのような

小国で開かれる国際会議として、10年

という歳月はけっして短くはない。第1

回を開催した時には1度限りのつもりだ

ったし、2001年の米国同時多発テロの

余波を受け、他の国際会議がすべて中

止か延期されるなか、事件直後の10月

に第5回「フォーラム2000会議」を開催

した時には、これが最後の会議だと考

えた。そして10周年を迎えたいま、

我々はこの会議がどのくらい続くのか

考えなくなった。

この会議が継続できた理由は、いく

つかある。まず、フォーラム2000会議

が、ある特定の課題に取り組むための

専門家や政治家の会議ではなく、ノー

ベル賞受賞者、紛争や戦争の平和的解

決を支えた政治家、学者、財界人、作

家など、よき意志をもつ世界のリーダ

ーや、それぞれの道で顕著な活動をす

る人々の集まりである点があげられる。

参加者の目的は、今日的な重要課題

に共通項をみつけ出し、人類が抱える

重大な脅威を克服、あるいは未然に防

ぐことにある。こうした世界の運命へ

の関心は、地球上の異なる地域の相互

依存が厳然たる事実となった今日、こ

れまでにも増して正当なことといえる。

市民社会のゴールの1つは、異なる都

市、地域、国や大陸、さらに世界の

人々が直面する危機を明らかにし、説

明することであるという確信の下、「フ

ォーラム2000会議」はグローバルな市

民社会を形成するための試みを行って

いる。

2つ目の理由は、変化する世界情勢を

素早く受け入れ、対応する能力にある

と思われる。第1回会議以来、世界は変

化をとげている。我々は、解決される

問題より多くの不安要素が発生する時

代に生きているのである。

さらに、日本の多くの友人たち、と

りわけ笹川陽平日本財団会長と日本財

団、そしてSPFの支援がなければ、「フ

ォーラム2000会議」は10年も継続でき

なかった。

今年の「フォーラム2000会議」は、

「共存のジレンマ」をテーマに10月8～

10日にプラハで開催された。以下、各

パネルのそれぞれの概略を紹介する。

第1パネル｢文化、思想、宗教の世界的

多様性にどう対応するか」

アイルランドのメリー・ロビンソン

前大統領が司会を務め、ラトビアのヴ

ァイラ・ヴィチェ＝フレイベルガ大統

領、ヨルダンのハッサン皇子、カナダ

のキム・キャンベル元首相などが参加

した。ハヴェル氏の要請により、共通

の宗教的基盤に基づいた「モラル・ミ

ニマム」について論じた。主な意見を

以下にまとめる。

「イデオロギーも宗教も、閉鎖的にな

ったときに危険な存在となる」「現状を

変えるためには『グローバルな精神に

根ざした深遠で純粋な普遍性』が必要

である」「憎悪と不寛容が我々多文明世

代の病理ならば、子供たちには解毒剤

を与えなければならない」「我々がアイ

デンティティに対する理解を広げ、文

明を構築する幾多の影響力に気を配る

ことが、共存への一助となる」「イデオ

ロギーを戦わせるための『民主主義』

という場を確保することによってのみ、

共生を支えることができる」「グローバ

ルな多様性に対処することは不快な真

実を語ることでもある」

第2パネル「民主主義はグローバルレベ

ルの回答か」

元国連事務総長ブトロス・ブトロ

ス＝ガリ氏が、基調講演で「国際連盟、

国際連合に続く第3世代の国際機関をつ

くるための準備をし、民主的にグロー

バリゼーションを推進しなければなら

ない」と強調し、国家的民主主義と国

際的民主主義の概念の相違を述べるよ

「フォーラム2000会議」発足10周年を迎えて
──希望をもって直接対話に取り組むために──

■フォーラム2000財団事務局長　オルドリッチ・チェルニー

Report from the Field

1997年、チェコのヴァーツラフ・ハヴェル大統領（当時）、ノ

ーベル平和賞受賞者で作家のエリー・ウィーゼル氏、日本財団笹

川陽平理事長（当時）の呼びかけにより、「フォーラム2000会議」

が発足した。以来、人類共通の課題を議論し、共存のための思想

を打ち出すことを目指すこの会議は、趣旨に賛同したヨルダンの

ハッサン皇子、南アフリカのフレデリック・デクラーク元大統領、

ダライ・ラマ師をはじめ、政治、経済、社会、宗教などの世界的

リーダーが一堂に会し、毎年1回プラハで開催されている。

会議でまとめられた提言や議論の要旨は、世界各国の首脳・政

府機関、国際機関などに発信されている。会議は、異なるバック

グラウンドをもつ多様な分野の指導者たちが対等な立場で対話を

する場として世界的に認知され、今年10周年を迎えた。

フォーラム2000会議が
継続できた理由

「共存のジレンマ」をテーマに
4つのパネルで行われた議論



一例としてハンセン病に

ついて論じ）20年前に多

剤併用療法が確立されて

以来、ハンセン病は治る

病気となったが、根強い

差別意識はなくならな

い。誰もがともに生きら

れるように、我々は個々

の違いを尊重しなければ

ならない」と述べた。議

論にはマレーシア国会議

員のザイード・イブラヒ

ム氏、イラクの作家カナ

ン・マキヤ氏、ジンバブエ第2の都市ブ

ラワヨのジャフィ・ンクベ市長などが

参加した。

「いかなる宗教、人種、文明を問わず、

誰もが合意できる『モラル・コア』の

構築と擁護が必要である」「国際社会

は、個人の権利の擁護者を常に支援し

なければならない」などの発言に加え、

強国が拷問と正当防衛に関する国際ル

ールを自分たちの特定の利益のために

定義する場合に用いるダブル・スタン

ダードとモラルの関係に関する意見や、

国連の人権の概念は発展途上国におけ

る種々の価値体系、価値判断、価値の

信念を考慮に入れていないとの疑問も

寄せられた。

第4パネル「人権の再検討」

ポーランドのブロニスワフ・ゲレメ

ク元外相の司会、フランスの哲学者ア

ンドレ・グルックスマン氏の基調講演

で始まった。ベラルーシの反政府リー

ダー、アレクサンドル・ミリンケビッ

チ氏、ロシア自由主義改革派の政治家

グレゴリー・ヤヴリンスキー氏などが

参加した。

「人権は残虐行為に抵抗する一手段だ。

（ロシアで殺害されたジャーナリスト、

アンナ・ポリトコフスカヤさんの名前

をあげ）人権運動の正しい形は、事件

と犯罪を正視し、証言する勇気をもつ

ことだ」「（被害者であること、人道的

介入、民主主義の促進という3つの人権

に関する課題をあげ）民主主義の促進

とは、『人権の保護』から『人権の主

張』へ転換することであり、みずから

が始めることである」「人権は文化に組

み込まれる必要がある」「今日の政治危

機は、現在の指導者たちの『過去の教

訓の無視』が引き起こした結果である」

加えて、ベラルーシの独裁政権に対

して進行中の政治的社会的レジスタン

スに関する話を聞くこともできた。

さらに、ポリトコフスカヤさんの死

を悼み、全員で黙祷を捧げた。

ハヴェル氏は閉会の辞で、困難かつ

抑圧的な状況の下で人権のために闘う

人々に対する支援の重要性を説いた。

会議の詳細は、近く出版される報告書

にまとめられる。この報告書には、ダ

ライ・ラマ師をはじめとする宗教界の

重鎮の出席を得て10月10日に行われた

異宗教間のラウンドテーブルの記録も

収載されている。

最後に、このレポートをハヴェル氏

の言葉で締めくくりたい。

「フォーラム2000会議が世界の出来事

の流れに直接影響を及ぼせるとは思っ

ていない。しかし私は、我々の文明に

迫るあらゆる脅威を明確化し、希望を

もって、率直かつ正直に直接対話に取

り組むことにより、危険を回避する道

を模索することが我々の義務だと信じ

ている」

なお、過去10回の会議議事録、およ

びフォーラム2000財団の取り組みの詳

細は、ウェブサイト（www.forum2000.

cz）でご覧いただける。
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うパネリストに促した。スロバキアの

ミクラーシュ・ズリンダ前首相、カー

ネギー財団のバルタン・グレゴリアン

理事長、グルジア議会のニノ・ブルジ

ャナゼ議長などが、以下のように発言

した。

「民主主義は、グローバルな問題すべ

てに適用できる解決策ではない」「民主

国家では、国家と個人だけでなく国際

社会の願望も守るための『啓発的自己

利益』が重要だ」「民主主義が形態とし

てではなく、その本質、原則が普及し

なければならない」「国際社会は『民主

主義は非欧米文化では機能しない』と

いう知的相対論を防ぐべきだ」「大国が

民主主義のルールに違反したときは国

際社会が介入するべきだし、国際関係

においては大国も小国も対等であるべ

き」「（最近の主要国首脳会議〔G8〕を

取り上げ、ロシア国内の民主主義強化

の機会を逃したとの指摘を受け）首脳

たちは、ロシアにおける民主主義や人

権、フリーマスメディアについて議論

をしなかった」

さらに、民主主義の改革、リーダー

シップ、国際ルールの順守などを阻む

政治的側面についても論じられた。

第3パネル「開発途上世界における人権

の概念」

中央大学の横田洋三教授が司会を務

め、笹川陽平日本財団会長が基調講演

を行った。笹川氏は「（差別の悪循環の

あらゆる脅威を明確化し、
危険回避の道を探るのが義務

オルドリッチ・チェルニー
（Old`́rich `́Cerný）

1990年、チェコスロバキア大統領国家安

全保障補佐官。93年1月のチェコ・スロバ

キアの分離独立に伴い、チェコ共和国海

外情報局主席長官となり、98年退任。99

年以降、フォーラム2000財団事務局長。

2006年10月9日、プラハで開催されたフォーラム2000会議。左からフレイベ
ルガ大統領（ラトビア）、ハヴェル前大統領（チェコ）、ロビンソン前大統領
（アイルランド）



ン）など、国際会議における研究発表

や、海外での調査研究を支援した。

これまでに協力を得た海外の専門家

は、カーネギー・モスクワセンターの

ドミトリ・トレーニン副所長、モスク

ワ国際関係大学のアレクセイ・ボスク

レセンスキー教授、ドイツ国際安全保

障研究所アジア研究上級研究員のマル

クス・ティーテン氏など多数に上る。

皆、ロシア研究の停滞というグローバ

ルな傾向を背景に、中長期的な視野で、

国際関係の全体像を踏まえてロシアを

分析できる若手研究者の存在が重要で

あるという認識を共有している。

事業の成果物として、第2次プーチン

政権下における中ロ関係や、ロシアの

中央・地方政府とアジア太平洋地域の

経済統合の可能性、ロシア・ナショナ

リズムと日ロ関係、ロシアにおける日

ロ関係の歴史認識など、広く「ロシア

とアジア」にかかわる課題を政治、経

済、歴史的な面から取り上げた論文集

を日本語と英語で来春出版する予定で

ある。また、このほど北太平洋地域研

究センター（NORPAC）の協力により、

若手研究者のこれまでの研究成果を発

表し、海外の専門家と討議する国際会

議を札幌で開催した。その模様につい

ては、次ページで木村汎先生にご紹介

いただくこととする。

■笹川汎アジア基金事業室主任研究員　小林香織

ロシアは地理的にヨーロッパとアジ

アにまたがる大国である。冷戦体制の

終焉とともに「超大国」ではなくなっ

たが、現プーチン政権下のロシアは、

原油高を追い風に好調な経済成長をと

げ、政治的にも国際舞台における威信

を取り戻そうとしている。貿易額の大

半がヨーロッパ向けであることから伝

統的に対ヨーロッパ外交に大きな比重

をおいているが、近年はアジアに対し

ても積極姿勢をみせ始めている。

2005年12月13日、ロシアとASEAN

諸国は、クアラルンプールでの初の首

脳会議で、貿易、安全保障、対テロ、

エネルギーなどの幅広い分野における

協力推進を目指す「ASEAN・ロシア

共同宣言」に署名した。プーチン大統

領は、その翌日行われた第1回東アジア

サミットにおいて、議長国マレーシア

のゲストとして冒頭演説を行った。

ASEANの中には、ロシアの唱える

多極化路線に賛同する国と、それがア

ジアにおける米国の影響力を弱め、中

国のプレゼンスを高める可能性を警戒

する国があるため、そうすぐにロシア

が東アジアサミットの正式メンバーに

なることはないだろう。しかし、エネ

ルギー供給と武器輸出を看板にアジア

太平洋諸国との関係強化を図るロシア

が、今後この地域においてどのような

パートナーになりうるのか、またその

ような大局の中で、ロシアと平和条約

も締結していない日本は、ロシアとの

関係をどのようにとらえていけばいい

のか、検討すべき課題は多々ある。

こうした状況にもかかわらず、ロシ

アにおける日本研究やアジア研

究、また日本におけるロシア研

究に関して、ともに人材が不足

している。特に冷戦時代から領

土問題がネックになっている日

ロ関係については、イデオロギ

ーを超えて、日ロ両国を多国間

関係の中でとらえる専門家が、

今後より必要となってくると思

われる。

そうした問題意識から、SPFはロシ

アと日本・アジアの関係について政策

的思考をもった次世代の専門家育成を

目指し、同地域の若手研究者の相互交

流促進と研究能力強化のための活動を

支援している（「アジアにおけるロシア

と日本の新しい関係の構築」事業）。特

に、日本人若手研究者を対象に、ロシ

アと日本・アジアの関係をテーマとす

る研究論文の執筆、英語で討議する機

会の提供、海外専門家とのネットワー

ク構築を行い、将来国際舞台で通用す

る人材育成に貢献したいと考えている。

2004年10月から3年間の計画で、拓殖

大学海外事情研究所の木村汎教授を主

査として、日本におけるロシア研究の

ベテラン5人と若手研究者8人、計13人

の研究チームを結成し、ロシア、中国、

米国から講師を迎えて、現代ロシアを

めぐる国際関係を英語で討議する国際

セミナーおよび月例研究会を開催して

きた。また、日本の若手研究者が海外

のロシア研究者および国際関係学者と

国際的な場で討議する経験を積む機会

とするため、第7回国際中東欧研究学会

世界大会（05年7月25～30日、於ベルリ

日本とロシアの新しい関係構築を目指して
――次世代専門家育成のために――

8

pecial Reports

Project
Report

アジアにおける日本とロシアの関係を考える

アジアに対して積極姿勢を
みせ始めたロシア

ロシアと日本・アジア関係の
次世代専門家育成支援活動

2006年10月18日、札幌で開催された「北太平洋学術交流会議：
ロシアの対アジア諸国関係を中心に」で発表する若手研究者たち
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知的な他流試合の必要性をあらためて認識
──札幌で3つの国際会議を主催して──

■拓殖大学海外事情研究所教授　木村　汎

得るものの多かった
学会主催経験

我々は、10月18～20日の3日間、札幌

を訪れた。笹川汎アジア基金の「アジ

アにおけるロシアと日本の新しい関係

の構築」事業の一環として、同地で開

催された①第18回「北太平洋学術交流

会議北海道」、②第22回「北太平洋国際

フォーラム」、③米国ブルッキングス研

究所主任研究員のクリフォード・ガデ

ィ博士を囲む研究会――これら3つの研

究会に参加するためである。

「アジアにおけるロシアと日本の新し

い関係の構築」事業は2004年秋に開始

され、本年度は最終年度にあたる。

日本におけるロシア研究者13人から

成る研究チームのメンバーは、北海道

大学スラブ研究センター、国際中東欧

研究学会（ICCEES）世界大会、日本ス

ラブ東欧学会（JSSEES）、北太平洋地

域研究センター（NORPAC）などの学

会に参加し、英語とロシア語で報告・

討論を行ってきた。今回も9人が、上記

①②③のすべてのプログラムに参加し

た。

「参加」という言葉は必ずしも適当で

はない。我々は、他の機関が開催した

会合に受動的に参加したのではなく、

会合の企画・立案の段階からイニシア

チブをとり、能動的な組織化努力を行

ったからである。会議を主催すること

は、たしかに負担も大きいが、得るも

のもまた大きい。まず、会議の主催者

は参加者を選ぶ権利をもつ。今回、

我々は第1回の月例研究会でその著書

『シベリアの呪い』（2003）を取り上げ

すでに勉強済みの、ガディ博士を米国

から招へいした。同氏は基調講演だけ

でなく、我々のチームメンバーだけで

構成された小研究部会での報告も引き

受けてくれた。

ガディ博士は、先にあげた自著の中

でシベリアについて記したことが「日

本人が最大の関心をもつロシア極東地

域についてもそっくりそのままあては

まる」と述べた。どうやらそれが、ガ

ディ博士が続編の著書の中で実証しよ

うとしているポイントらしい。執筆・

出版前にそのことを確かめえたのは収

穫だった。

ガディ博士以外の参加者は、ロシア

（2人）、カナダ（1人）、中国（1人）、韓

国（1人）、さらに日本国内で教鞭をと

っている者（ロシア〔1人〕、米国〔1

人〕、英国〔1人〕、日本〔6人〕）とSPF

（3人）であった。

我々日本人研究チームの9人は、報告

者全員のペーパーをあらかじめ丹念に

読み、同意点、疑問点、オリジナルな

ポイントとして学んだ点をペーパーの

行間あるいは別のノートに記して、万

全を期していた。我々が主催側である

以上、他の参加者たちから「自分のペ

ーパーはあれでよかった？　読んだ？」

と聞かれた時「まだ忙しくて……」と

述べてお茶を濁すことは許されないか

らである。しかし、我々は十分報いら

れた。「いま彼ないしは彼女が述べてい

ることはペーパーには書いていないこ

とだな」というように、おかげで各参

加者の報告内容が実によく理解できた

のである。

会議を主催しなくても、参加するだ

けでプラスとなる国際会議の利点があ

る。

情報の入手法は、大別して2つある。

1つは、すでに活字となった書物、雑誌

論文、新聞など。もう1つは、会議、コ

ーヒーブレイク、レセプション、パー

ティーなどでの口頭発言である。

後者は、まだ十分煮詰まっていず、

未完成で萌芽状態にある考え方や思想

だが、実はホットな情報が含まれてい

る。また、外国からの参加者は、本音

や貴重な情報をもらすことが多い。自

国にいないので、緊張がほぐれてホッ

とするのかもしれないし、サービス精

神を発揮しようという誘惑に駆られる

からかもしれない。また、日本の参加

者たちも、外国語では無駄を削ぎ落と

した結論をずばり話すことが多い。

研究者には、出無精な者が多い。最

近は、アマゾンから注文した本が届く

のを待つか、インターネットを通じて

情報を得ることが知的生活のほとんど

となりがちである。しかし、それだけ

では十分ではない。自己の見解を修正

するためには、生の意見や情報に接し、

知的な他流試合を行うことが必要不可

欠である。このような当たり前のこと

をあらためて悟らされた札幌での国際

会議の3日間であった。

生の意見や情報に接すること
も研究者には必要

Opinion

pecial Reports

木村　汎（きむら・ひろし）
1936年生まれ。62年京都大学法学部修士

号取得。68年米国コロンビア大学哲学博

士号取得。70年北海道大学助教授、73～

75年在モスクワ日本大使館出向。78年北

海道大学スラブ研究センター教授、91年

国際日本文化研究センター教授。2002年

より現職。『ソ連とロシア人』『クレムリ

ンの政治力学』『プーチン主義とは何か』

『遠い隣国――ロシアと日本』ほか著書多

数。
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近年、「アジア共同体」という概念

が、外交を語る際の一種の「政治的通

貨」といった役割を果たすようになっ

てきた。地域共同体を提唱する人々は、

共同体確立のための主要因として①域

内の経済成長、②地域機関の発展、③

域内社会で共通の価値とアイデンティ

ティを創出する社会的・文化的つなが

りの強化をあげ、こうした共同体の存

在が、外交問題が起きたときに軍事力

で解決しようとする地域諸国の動きを

抑止すると主張している。

しかし今日、アジア諸国の中で共同

体という意識が育っているかどうかは

疑問である。いまでもアジア諸国の安

全保障の中心となっているのは、自助

戦略、勢力均衡、軍事同盟である。ア

ジア地域には中国、日本、インドとい

う勢力がある一方で、米国も大きな戦

略的、経済的利権をもっている。また、

最近の北朝鮮の核実験により、朝鮮半

島における外交の脆さが露呈した。

東南アジアでは政治的緊張は弱く、

表面上は域内の安全保障共同体確立の

方向に動いているが、2国間の緊張関係

や、テロ、伝染病、自然災害（2004年

12月の津波災害は最悪の例である）な

ど、国境を超えた問題への対応を迫ら

れている。域内の秩序が危うければ、

地域共同体など望むべくもない。

アジアが今後、安定を得るためには、

地域共同体という意識を育て、域内諸

国が地域秩序や世界秩序の中で、自国

の地位、他国との関係における相対的

な地位に満足感をもてるようにするこ

とが大切である。

こうした背景から、年に1度、シンガ

ポール沖のセントサ島に学者や政策担

当者が集まり討論を行う「セントサ円

卓会議」のアイデアが生まれた。

「セントサ」は、サンスクリット語で

満足、平和、静寂などを意味する。セ

ントサ円卓会議とその研究グループは、

「アジアの長期的な平和と安定が、抑制

ではなく、満足感によって保たれる」

という考えを前提に、満ち足りた、あ

るいは幸福な国々で構成される地域共

同体を実現し、長期的にアジアの安全

保障秩序を確立するために活動してい

る。

2006年10月17～19日、シンガポール

で第1回セントサ円卓会議が行われ、経

済、国際政治経済、地域安全保障など

の分野の著名な学者や若手研究者から

成る研究グループが、地域共同体の形

成、域内の経済成長と相互依存などを

促す推進力について話し合った。研究

グループは、オーストラリア国立大学

のジョン・レイヴンヒル教授、ナンヤ

ン工科大学防衛戦略研究所のアミタ

フ・アチャリャ教授をリーダーとして、

シンガポール、日本、米国、タイ、香

港などアジア域内外の学者、研究者か

ら成る。

アジア地域の国々や社会には経済成

長や相互依存のパターンができつつあ

るが、研究グループは、この動きが対

立、最悪の場合には戦争をも引き起こ

す原因になるのか、あるいは協調を促

すものなのかを見極める道筋をつける

ことを目的としている。議論は、「アジ

ア諸国が域内の成長と繁栄を共有すれ

ば、政治目的を達成するために武力を

行使する可能性は低くなる」という仮

説の下で行われた。

上記に関連して、以下の問題も取り

上げられた。

・アジア各国の貿易、投資、製造パタ

ーンは、競合するのか補完し合うのか。

また、こうした活動により、アジア諸

国は対立に向かうのか協調に向かうの

か。アジア経済の相補性と協調を促進

する最良の方法は何か。

・中国と日本は、他のアジア諸国と競

合するのか補完し合うのか。また、そ

れは何を意味するのか。

・世界貿易機関（WTO）交渉が中断し

ているなか、2国間自由貿易協定（FTA）

に向かう動きは、地域の安定と安全保

障を促進するのか妨げるのか。

・アジア証券市場を設立する動きは、

地域の安定を保障できるのか。

・世界的な景気後退が起きた場合、ア

ジアの繁栄と安全保障にどのような影

響があるか。また、これに対処し、解

決するにはどうすればいいか。

・アジアの富裕国と貧困国との格差拡

大により対立が起きる可能性があると

すれば、先進アジア諸国は地域の安定

と安全保障のためにアジアの発展途上

諸国をいかに支援すべきか。

これらの問題を討議するため、4つの

セッションに分かれて議論を行った。

以下に、各セッションのテーマと、主

な議論の内容を示す。

第1セッション「平和をもたらす経済的

要因」

①　アジア諸国間の協力は進んでおり、

■ ナンヤン工科大学防衛戦略研究所助教授　シー・ソン・タン

アジアの共同体は
どこに向かうのか

Report from the Field 

セントサ円卓会議
──「地域の経済成長および相互依存」の考察──

「域内の経済成長と相互依存」
をテーマとする研究グループ

4つのセッションに分かれて
問題を検討
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シー・ソン・タン（See Seng Tan）
マニトバ大学（カナダ）卒業。同修士課

程修了。アリゾナ州立大学（米国）博士

号取得。シンガポール国際問題研究所リ

サーチフェローを経て、現在ナンヤン工

科大学防衛戦略研究所助教授。同研究所

の「多国間主義と地域主義」研究プログ

ラムのコーディネーターを兼任。

共同体概念も拡がりつつある。

②　経済的相互依存の理論に基づく仮

説からいえば、域内を結ぶ複合的経

済関係を断ち切ることは大きなデメ

リットとなる一方で、米中関係、中

台関係などのような高リスクの2国間

関係により域内で対立が生じる可能

性も排除できない。

③　2国間FTAは、その基本に多国間関

係が存在する限り害は少ない（これ

は重要なポイントとして、会議全体

で何度も取り上げられた）。

④　相互依存が対立の拡大を促す可能

性があるか否か、あるとしたらどの

ように対立を拡大させるのか。

第2セッション「競争と相補性（あるい

は調和）のパターン」

①「競争」や「相補性」の意味は文脈

によって違ってくるため、明確な定

義が必要。「競争があると自ずと対立

が生じる」と考えてはならない。

②「競争と相補性のパターン」は、地

域内と地域間では異なる。

③　新しい対立を生む可能性をはらむ

「地域的分業」が生じていることに注

目すべき。

④　相対的利益の問題、特に海外の直

接投資の誘致という点で中国に

ASEANは負けている（しかし調査に

よると、当初考えられていたほどの

差は実際には出ていない）。

第3セッション「アジア域内における2

国間FTAの拡大」

①　2国間FTAは短期的なメリットをも

たらすが、多国間FTA

ほどのメリットはない。

2国間FTAは自由な貿

易関係を阻害し、特恵

的な取り決めとなるこ

とが多く、地域全体の

利益には貢献しないか

らである。また、FTA

は政治的な動機から生

まれるため、必ずしも

貿易を促進するもので

はないが、当事国の協調姿勢を示す

メカニズムとして働く限り欠かせな

い。

②　アジア証券市場を立ち上げること

によって、域内の安全保障や安定に

寄与するか否かを論議した結果、寄

与することはないが、波及効果によ

って政治的協調が深まる可能性があ

るという結論に達した。

③　現代の発展について説明するとい

う研究グループの趣旨から考えると、

賛否両論のある機能主義的な理論は

避けるべきだという意見で全員が一

致した。むしろ、FTAや証券市場に

関する今回の議論が、「逆・機能主義」

が存在していることを表している。

すなわち、貿易協定に関する政治的

合意によって相互依存が深まり、結

果的に政治的協調が促進されるとい

う流れである。

④　アジアはこうした問題について、

西洋依存ではない解決策をみつけな

くてはならない。

第4セッション「世界的な景気後退、

『もつもの』と『もたざるもの』の格差

への対応」

①　短期的解決策は、アジア諸国の一

部の通貨調整だが、通貨政策のみへ

の依存は回避しなければならない。

長期的解決策は、国内需要を刺激す

る金融改革。

②　中国、日本、ASEANなどが地域の

リーダーとしての役割を果たせるの

か、果たせるとすればその役割はリ

ーダーシップをとることなのか、問

題提起役なのか。

③　富裕層と貧困層の格差について、

格差縮小という目標では不正確であ

る。アジア諸国では、国内の貧困の

軽減や緩和がきわめて難しいため、

アジア諸国間の所得格差縮小より、

国内の所得格差縮小のほうが課題と

して困難。

今回のラウンドテーブルでは、重要

課題であるエネルギーと資源問題につ

いて十分な議論ができなかったため、

この2つは報告書で取り上げることとな

った。

アジア地域は次第に経済的相互依存

を強めており、この傾向は域内安全保

障の確立を促進しつつある。しかし、

アジア地域の経済秩序は複雑な問題を

含んでおり、地域の安定と平和が保障

されているわけではない。経済的な相

互依存だけで平和が保障されることは

なく、ほかの要素とあいまって初めて

各国が納得するアジア共同体の創設に

大きな役割を果たすことになるだろう、

というのが研究グループの現段階の推

断である。

これらを踏まえ、経済問題などに関

する議論をまとめた報告書を作成し、

2006年12月12、13日のセントサ円卓会

議で検討する予定である。そこでは、

それぞれの問題について、地域的パタ

ーン、平和で協調的な結果をもたらす

最良の解決方法、あるいはそのための

条件について取り上げる。

2006年10月、シンガポールで開催された「第1回セントサ円卓会議」の模様 12月の会議でのたたき台に
すべく報告書を作成
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Information

■『中東情勢の主要な課題』笹川平和財団第88回理事会特別

講演　笹川平和財団発行（オンデマンド出版）――国際日本

文化研究センター助教授・池内恵氏講演録

■『「ミャンマーを中心としたアジアを考える」第一回勉強会』

笹川平和財団発行（オンデマンド出版）――2006年7月ミャ

ンマー研究者を招いてSPFが主催した勉強会の記録

■『米国経済制裁によるミャンマー縫製産業への影響――苦

しむのは誰か？――』笹川平和財団発行（オンデマンド出版）、

工藤年博著

■『Towards BIMSTEC-Japan Comprehensive Economic Coop-

eration: The Benefits of Moving Together』Centre for Studies

in International Relations and Development/Anthem

Press発行――「ベンガル湾諸国と日本の包括的な経済協力関

係の構築」事業（2005～07年度実施）の下で行われた国際会

議（05年12月実施）で発表された論文集

■『Shared Integration: Promoting a Greater Asia』Infor-

mation and Resource Center発行

■『笹川平和財団紹介CD-ROM 2006－2007』

SPF刊行物案内•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••

■ 今回のニューズレター巻頭対談には、当財団の評議員で

ティーシーエスジャパン（株）代表取締役のリチャード・ダイ

クさんにご登場いただいた。3度の日本留学経験を含め、日

本や中国での長いビジネス経験などを踏まえた該博な知識を

背景にしたダイク氏の議論は大変興味深い。アジアの時代を

迎えるに先立って、日・中・米の指導者にも耳を傾けてもら

いたいものである。

本号ではこのほか、アジアの時代の到来を意識した事業に

関連したものとして、Special Reportsで「アジアにおける

ロシアと日本の新しい関係の構築」事業について、また

Report from the Fieldで広い観点からアジア共同体や地域安

全保障を話し合う「セントサ円卓会議」に関する記事などを

載せた。

日本では安倍内閣が発足して新たなアジア外交を始動する

一方で、米国は中間選挙の結果、民主党が躍進して上下両院

で与野党逆転するなど国際情勢に新しい要因が加わったが、

果たして今後どう展開するのだろうか。ハノイで開催された

APEC首脳会議参加の機会をとらえてベトナムを訪問したブ

ッシュ大統領は、グエン・ミン・チエット国家主席ら同国首

脳と相次いで会談した。経済関係の拡大を確認し、過去に区

切りをつけて未来志向の関係を構築していくことで一致した

由であるが、米越関係が成熟しつつあることの反映でもあり、

経済発展をはじめとするアジア情勢を踏まえた、双方の対外

戦略の発露でもあるのだろう。 （河野善彦）
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